
Ｒ２年 決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 経常一般財源 決 算 額 構 成 比 一般財源等 経常一般財源(ｂ)
経 常 収 支
( ｂ )/( ｃ )

Ｈ２７年 1,318,374 15.0 1,318,374 1,318,374 1,653,420 19.6 1,562,323 1,180,908 26.2

増減率 713 1,755 3,237 85,857 1.0 85,857 85,857 885,303 10.5 420,213 205,575 4.6

R7.3.31 12.5 30.8 56.7 390 0.0 390 390 583,487 6.9 554,212 552,909 12.3

R6.3.31 536 2,025 3,158 6,653 0.0 6,653 6,653 583,487 6.9 554,212 552,909 12.3

増減率 9.4 35.4 55.2 8,867 0.0 8,867 8,867 0 0.0 0 0 0.0

304,124 3.5 304,124 304,124 3,122,210 37.0 2,536,748 1,939,392 43.0

指　数　等 14,662 0.2 14,662 14,662 1,765,300 20.9 1,014,545 746,602 16.6

1 A 8,916,249 8,713,480 4,138,725 財 調 4,653,512 0 0.0 0 0 152,107 1.8 126,993 126,902 2.8

2 B 8,254,198 8,443,316 1,491,256 減債基金 520,888 11,721 0.1 11,721 11,721 1,337,588 15.8 1,080,390 822,376 18.2

3 C 1,864,487 特定目的 3,363,443 26,168 0.3 26,168 26,168 445,296 5.3 58,152 0.0

（ａ） 4,524,159 ÷ （ a) 188.7% 56,795 0.7 56,795 56,795 35,000 0.4 35,000 0 0.0

4 D 90.9% 政 府 6,102,302 2,977,009 34.2 2,977,009 2,647,469 616,522 7.3 517,670 460,405 10.2

0.36 そ の 他 1,781,864 普 通 2,647,469 2,647,469 0.0

5 E ｅ１ ｅ2 4.6% 特定資金 特 別 251,932 251,932 4,351,813 51.5 2,832,750 2,156,285 47.8

△ 0.3% ÷（a) 174.3%
震 災 復 興
特 別 77,608 77,608 4,095,677 90.8

6 F ｆ１ 99.4%
物 件 等
購 入 1,072 0.0 1,072 1,072 969,293 11.5 168,650 12.3

3.5% 保証・補償 18,149 0.2 2,373 7 49,406 0.6 49,406 ① 自主財源比率 31.8

2.1% そ の 他 2,138,352 137,477 1.6 16,761 13,361 969,231 11.5 168,588 ② 人件費比率 19.5

△ 4.56% 6,402 0.1 0 0 補 助 227,950 2.7 31,330 (20.2)

△ 17.00% 1,227,084 14.1 353,772 単 独 741,281 8.8 137,258 ③ 義務的経費比率 37.0

6.8% 4,095,677 492,712 5.7 9,931 62 0.0 62 ④ 投資的経費比率 11.5

△ 139.2% 4,496,001 25,599 0.3 13 0

4,508,204 56,949 0.7 0 8,443,316 100.0 5,538,148

92.6 540,104 6.2 422,553 1,702,826 20.2 1,611,729

512,051 5.9 109,699

151,758 1.7 69,315 481

733,503 8.4 12,203 決　算　額 構成比 一般財源等

職 員 数 区　分 定数 適用開始年月日 8,713,480 99.7 5,808,312 4,496,001 92,275 1.1 92,275 均 等 割

A（人） 町 長 1 H30.4.1 円 1,837,698 21.8 1,198,192 所 得 割

消防関係 副 町 長 1 H30.4.1 円 2,290,156 27.1 1,482,973

そ の 他 162 教 育 長 1 H30.4.1 円 決　算　額 構成比 増減率
基準税額
×100/75※ 402,069 4.8 374,256

うち技能
労 務 職

8 議 会 議 長 1 H28.4.1 円 個 人 分 423,012 32.1 △ 2.1 559,136 13,181 0.1 13,181

0 議 会 副 議 長 1 H28.4.1 円 法 人 分 48,334 3.7 △ 24.5 82,985 379,253 4.5 235,895

議 会 議 員 11 H28.4.1 円 724,008 54.9 1.6 759,729 132,764 1.6 108,552
法 人 税

率

170 50,033 3.8 3.3 49,560 1,351,398 16.0 555,288

種 別 割 47,191 46,829 318,224 3.8 310,140

事業名
法適用
の有無

普 通 会 計 か ら の
繰入額（単位：千円） 職員数 環境性能割 2,842 2,731 1,042,749 12.3 613,122

下水道事
業 会 計

有 246,668 1 37,318 千円 72,987 5.5 △ 5.7 74,345 　 62 0.0 62

水道事業
会 計

有 9,812 5 15,358 千円 583,487 6.9 554,212 町 民 税 98.8 32.1 96.0

後期高齢者
医 療 会 計 無 64,262 1 1,721 世帯 0 0.0 0

固 定
資 産 税 98.9 19.9 96.8

介 護 保 険
会 計 無 243,272 9 2,613 人 内 訳 8,443,316 100.0 5,538,148 計 98.9 26.1 96.7

1,318,374 100.0 △ 1.2 1,525,755

※ 市町村民税欄中、市町村民税のうち個人分については、税源移譲に伴う影響額が基準税額に加味されているため、表頭の「基準税額×100/75」によらず、別途算定した金額である。

山元町 ２　―　３

人　　口 面　積 人口密度 人口集中地区人口 産　業　構　造

令 和 6 年 度
決　算　状　況

コ ー ド 番 号 ０４３６２１ 市 町 村 類 型 Ⅲ－１

ふ り が な やまもとちょう
交 付 税 種 地 区 分

種地

市 町 村 名

歳入の状況（単位：千円、％） 性質別歳出（単位：千円、％）

国
調

12,046人 km² 人　 ―　　　　人
区　　分 第1次 第2次

1,219,309

△ 2.2% ―　　　　％

就
業
人
口

R2年　(人） 地 方 譲 与 税 扶 助 費 632,217

第3次
区 分 区 分 経 常 的 経 費

12,315人 64.58 187 ―　　　　人 地 方 税 ① 人 件 費 ②

552,909

11,516人 Ｈ２２年国調人口 16,704人 H27年　(人） 配 当 割 交 付 金 内
　
訳

元利償還金 552,909

△ 1.1%

11,393人 （参考） 国調（％） 利 子 割 交 付 金 公 債 費

Ｈ１７年国調人口 17,713人 国調（％） 株 式 譲 渡 交 付 金 一時借入金利子 0

地 方 消 費 税 交 付 金 小 計 ③ 2,404,435

区　　　分 令和5年度（単位：千円） 令和6年度（単位：千円） 区　　分 指　数　等

本
台
帳

住
民
基

区　　分 ゴ ル フ 場 利 用 税 物 件 費 841,577

歳 入 総 額 基 準 財 政 需 要 額

積 立 金 現 在 高

自 動 車 取 得 交 付 金 維 持 補 修 費 127,216

積 立 金

（A－B） 標 準 財 政 規 模 地 方 特 例 交 付 金 投資及び出資金貸付金 0

歳 出 総 額 基 準 財 政 収 入 額
自 動 車 税 環 境
性 能 割 交 付 金

補 助 費 等 846,714

歳 入 歳 出 差 引 額

662,051 270,164
標 準 税 収 入 額 法 人 事 業 税 交 付 金

小 計 2,374,624

（C－D） 単 年 度 収 支 比 率 計 4,779,059

繰 出 金 559,117

す べ き 財 源 財 政 力 指 数
内
 
訳

前 年 度 繰 上 充 用 金

実 質 収 支
221,512 206,408

翌 年 度 へ 繰 り 越
440,539 63,756

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高

地 方 交 付 税

実 質 収 支 比 率

投 資 的 経 費 ④

（ｅ２－ｅ１） 公 債 費 比 率 分 担 金 負 担 金 ① う ち 人 件 費

7 積 立 金 （ 財 調 ） G 37,106

単 年 度 収 支
△ 312,665 △ 15,104

経常一般財源比率

債 務 負 担 行 為
支 出 予 定 額

交 通 安 全 交 付 金

3,974
起 債 制 限 比 率 使 用 料 ①

（事業費支弁人件費を含めた場合）

8 繰 上 償 還 金 H 57,061
連結実質赤字比率 国 庫 支 出 金

実 質 公 債 費 比 率 経常経費充当一般財源（ｂ）

内
訳

普通建設事業
費

実 質 赤 字 比 率 土地開発基金現在高
※土地17,069、現金
238,597

255,666
手 数 料 ①

う
ち

県 支 出 金 災害復旧事業

経 常 一 般 財 源 財 産 収 入 ① 失業対策事業

指定団体等の状況

旧新産
市町村圏（Ｓ52指
定）
過疎地域（Ｈ29指
定）

減収補填債・臨財債含（ｃ） 寄 附 金 ① 合　計
9

積 立 金 （ 財 調 ）
取 崩 額

I 303,107 395,207
将 来 負 担 比 率

△ 406,337
ラ ス パ イ レ ス 指 数 繰 入 金 ① う ち 人 件 費

（Ｒ2.4.1現在） 繰 越 金 ①
10

実 質 単 年 度 収 支
（ F＋ G＋ H－ I）

J △ 521,605

諸 収 入 ① 目的別歳出（単位;千円％） 適用税率の状況

一　般　職　員　等 特　別　職　等 一部事務組合加入状況 地 方 債 区　分 市町村税

区　分
給 料 月 額 一 人 当 た り 支 給 一人当たり平均給料（報酬）月額 職員公務災害

非常勤公務災
退職手当
自治振興セ
事務機共同
税務事務
老人医療
伝染病
し尿処理
ごみ処理
火葬場
常備消防
消防災害補償
小学校
中学校

○
○

○

○
○
○
○
○

B（千円） 月額B/A（円） 828,000

一般職
員

合　計 議 会 費 個
人
分

3,000円

総 務 費 6 / 100

48,146 297,200 522,000 区　分 衛 生 費

627,000 市町村税（単位；千円％） 民 生 費

法
人
分

2,008 251,000 311,000 市町村民
税

労 働 費

教 育 公 務 員 0 0 261,000 農 林 水 産 業 費

均 等 割

第1号法人
第2号法人
第3号法人
第4号法人
第5号法人
第6号法人
第7号法人
第8号法人
第9号法人

50
120
130
150
160
400
410

1,750
3,000

合計 50,154 295,024 軽 自 動 車 税 土 木 費

臨 時 職 員 251,000 固 定 資 産 税 商 工 費 6 / 100

固 定 資 産 税 1.4 / 100

内
　
訳

消 防 費 徴収率　％

滞 納 繰 越分 計
市 町 村 た ば こ 税

公
営
事
業
の
状
況

収支額（単位：千円） 国民健康保険事業会計の状況 教 育 費
区　分

現 年
課 税 分

実 質 収 支 保険税収入額（１世帯当り） 140,560円

2,418 加 入 世 帯 数 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 129,409千円 目 的 税 諸 支 出 費

災 害 復 旧 費

事業勘定再差引収支額 被保険者１人当り保険給付費 436,189円 特 別 土 地 保 有 税 公 債 費

50,643 被 保 険 者 数 職 員 数 4人 合　計

※加入世帯数及び被保険者数については、年度末現在値を用いている。 合　計


